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1． は じめ に

　企 業の 事業活動の グ ロ ーバ ル 化が急速 に展開 したの は
， 1985 年の プ ラ ザ合意以 降円相場

の 趨勢的 な上 昇が 留 まる こ と知 らず ，

一
方 ， 国内 に お け る 地価 の 上 昇や 人件費の 高騰等 と

相俟 っ て ， 国内 で の 生 産 コ ス トを押 し上 げ た こ とが 背 景 にあ る ．多 くの 日本 企 業 は 生 産技

術 の 改善や 機械化， 自動化 な ど生 産工 程の 効率化 に よ る コ ス ト低減 に努め たが ， そ れ だ け

で は 到底対 応 しきれ ない 分野 もあ っ て 海外 移転 に拍車 が か け られ た ．

　 こ の よ うな 結果 と して ，我 国製 造業の 海外生 産比率 は， 1985 年度 に は 3％ 程度で あ っ た

の が ， 94 年度 に は 7，4％ 程度に まで上昇 した と云 われ ，今後 ，

一
層 の 拡大が 見込 まれ て い

る ．

　弊社 （松下 電器 産業）の よ うな電気機械 メ ー カー
及 び主 に製造 メ ー カ ー各社 も同様の 額

向 に ある ．

　ア ジ ア の 発展 と新 た な 国際分業構造 の 形 成 ，特 に ア ジ ア 地域 は ，豊富か つ 低簾で 良質な

労働 力 と産業 イ ン フ ラ 整備 が進展 し
， 域 内 の 需要拡 大 ， 相対 的 に 政 治が 安 定 して る 等 ，

こ

れ ら を要因 とす る外国資本の 進出 に よ り，高い 成長 を続 けて い る．

　 また ，例 えば，我国製造業 の 現 地 法人 （海外製造会社）売上 げの 30％ 以 上 が ア ジ ア地 域

で あ り， 年 々 着実 に 増 加す る 等 ， 中国 を含 む ア ジ ア を 中心 に 新 た な国際分 業構造 が 形成 さ

れ つ つ ある ．

　現在の とこ ろ
， 製造 業の 進 出形態 は

， 基本的に ， 既 に 相当程度 レ ベ ル の 高い 生産技術 を

用 い て ，安 定 的 な生 産 が 可 能 な量 産型 工 場 を 中心 と して い る もの の
，

企 業 の 積極 的 な進 出

に伴い ， ア ジ ア 諸 国 に お け る技術力の 向上 ， 当該諸 国の 産業基盤 の 一
層 の 整備 ， 充 実等 に

よ り，生産機 能 の 移転 は 更 に高付加価 値分 野 へ と拡 大 しつ つ あ る．

　事業の グ ロ ーバ ル 化 の 進展 も， こ の よ うな 背景の 下 に ，多 くの 企 業 は 生 産拠 点の 海外展

開を加速化 させ
， 市場 の 拡 大 ，

ボ ー
ダ

ー
レ ス に物 の 交流 が行 わ れ る 時代 に対 応 で きる ．新

た な組織体制 ，そ の 運 営，管理 が必 要 とな っ て きた ．

1996 年 2月　受伺
＊ 松下 電器産 業株式会 社　施設 管財 部艮
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　そ こ で
，

こ の 様 な時代背景 の も と
，

述べ て 見 た い ．

ど う対応 して い る か に つ い て 弊社の ケ ース を中心 に

2． 事業部制 と事業部組織 その 理 念 と運営

経済環境 が ど う変 わ ろ うと ， そ の 図表一1

変 化 に対 応す る た め に は
， 企 業 の

経営理 念 が 明 確で あ り，事業 ビ ジ

ョ ン を き っ ち りと持 ち併 せ て お か

な けれ ば な ら ない ．

　 こ れ は （図表 一 1）全 体 の 組 織

略図 で あ る が ， 各事業部 は社 長直

轄 で
， 研 究 開 発部 門 ， 営業部 門 ，

海 外 部 門 は 各本 部単位 で 社 長 直轄

とな っ て い る ．

　事業部 を社長直轄下 に した の は ，

i．当社の 組織

全社組 織略 図

國 本社部門

社 長 研究開発部門

… 事業 部 門
0　　■　　
1　　■ 営業 部 門

；

3 サービ ス 部 門
3■　　■　　
I　　
I

海外 部 門

t−一一一一　関係 会社群

経 営企画室、経理、人事、法務、渉外、、広報

研 究開発 、技術、品質、生産技 術

テ レ ビ 、オ ーデ ィ ォ 、洗濯 機 、空調 、情報機 器

　 　 　 　 　 　 　 　 等各 事業部

家電情報本部、情報シ ス テ ム 本部、FA 本部
　 　 　 　 　 　 　 　 等各営 業本部

CS

北 米本部、ア ジ ア 中近束本部、等海外本部

顧 客嗜 好の 変化 と市場 の 動 向 をい ち早 く把握 し ， 事業 に 反 映 させ る た め ， 迅 速 な対 応 が 要

り， 併せ て
， 商品事業部制 と して の 自主 責任経営 を 円滑 に 運営で きるか らで ある ．

　
一

方 ，
こ れ は （図 表一 2）各事業部の 平均的な組織略図で ある ．従 来 ， 海外製造 会社 （単

品
一

特定商 品 に特 化 した事業会社）　　　　　　　　　　　 図表
一・2

は 海外 部 門 （本社 機構 ）の 担 当下

に あ っ た が ， 事業の グ ロ ーバ ル 化

か ら当該 の 事業 部の 経営 責任 下 と

な っ た ．従 っ て
， 組 織上 は 事業 部

長 の 権限下 に あ り， グ ロ ーバ ル を

視 点 に 置 い た事 業 の 展 開が
一

段 と

容易 とな っ た ．

　弊社 の 事業部制 の 特徴 は 理 念 が

明確 とな っ て い る こ とで あ る ．す

なは ち，事業 の 権限 と責任 を大幅

1．当社 の組織

事業部組 織略図

環境保護推進室

管 理 部 門

事業部長 技 術 部 門

製 造 部 門

営 業 部 門

海 外 部 門

海 外 会 社

企画、経 理、人事

施設、生産技術、品 質

工 場、金 型

営 業、サ ービス

輸出λ、海外会社 経営助成

中国、ア ジ ア 、欧州

に 委譲 し ， 自主責 任経営 で 事業の 自立 化は か り，
一

品
一

業 （商 品別事業 ）の 事業 を通 じて ，

社 会 に 貢献 し ， 併 せ て
， 将来 の 会社 幹部 に ふ さわ しい 人材 を育成 して い くとの 事業理 念が

事業部制の 根幹 とな っ て い る ．
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業部 長 と ト ッ プ との 間で 事業契約

を交わ され る ．

　 月次決算 で 日常 の 事 業 活 動 が チ

ェ ッ ク， フ オ ロ ー され る 仕 組 み と

な っ て お り， 毎月
一

回 （翌 月 第
一

週 中 に 〉， 事業 内容 は 勿 論 の こ と ，

市場 の 動向を含め 報告す る よ うに
，

義務付 け られ て い る ．

　 こ の 事業計 画作成 まで の 流 れ を

ま と め て み る と図 表
一 3 の よ うに

なる．

　次 に
， 具体 的 な事業計画作成の

手頂 に つ い て 述 ぺ て み よ う． まず ，

利益計 画の 手順 は 図 表一 4 の よ う

で あ り ， 標 準 予 算制 度 （当社 で は

バ ゼ ッ ト制 度 と云 う） に お け る部

門予 算 と標準 予算制 度 とが 有 機 的

に結 び つ い て 利 益計 画 （当社 で は

収支計画 と呼ぶ ）が た て られ る ，

　事業 部長 か ら事業計 画方針 が だ

さ れ る と各部 門毎 （課 ， 係 単位 ）

に業務計 画 を立 て 予算 を組 み 立 て

　また
， 事業部制 を支える 中核 とな る制 度 と して ， 内部資本金 制度 ，事業計 画 制度 ， 月次

決算制度 ， 内部監査制度等か ら成 り立 っ て い る ．

　事業計 画 制度 は 中期 計 画 と年度事業計画 とが あ り ，
い ずれ も事業 の 権限 と責任 を具体的

に明確 に す る もの で あ る ． まず ， 中期計 画 は 3 年間 で ， 目指す ぺ き事業 目標 を計 画化 した も

の で あ る が ， 年度事業計画 は そ の 年度 に 達 成 すべ き各部 門 （課 ， 係 単位 まで 下 ろ す ）の 業

務計 画 を立 て
， 計 数化 した もの で ， 社 内 で は も っ と も重視 して い る ．

　各事業 部毎 に 内部資本金 を設定 し，
一

定範囲内で 資金 の 運用 を任 せ
， 資金 責任 を負 うこ

とに な っ て い る ，

　こ う して
， ま とめ た事業計 画 を経 理 担 当役 員 が 厳 し くチ ェ ッ ク し， 妥 当 と判断 さ れ た 計

画 を経 営 基 本 要 項 と云 う形 で
， 事

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 図表一3

図表一4

　 4．事業部制 の管理 シ ス テ ム

　 標準予算制度 に お ける 「部 門 予算 」 と

　 　 　 　 　 　 　「標 準 原 価 予算 」の 有機 的 なつ な が り
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る． 一
方 ，販売計 画 を ベ ー

ス に 在庫 方 針 ， 生 産 能力 か ら生 産計画が た て られ
， 製 品別 （工

程別 に ）に単位 当た りの 所 要量 （材料部品基準量 ，
工 数 ，

人員等） を
， 製造 部部 門 予 算 か

ら時間 レ ー トを算定 ，
こ れ を ベ ース に 製 品別 に標準 原価 を 算 出 し，販売計 画 数量 （製 品毎

に ）か ら収支計画 を た て る．標準貸借対 照表 は
“

資金 の 回収お よ び支払 い は 基本 的 に 現金
”

との 思想 か ら組 み 立 て られ て い る ．手形 関係 は取 り引 き慣行 か ら
， 必 要最小 限 度 と し ， 売

上 債 権 ，材料お よ び製晶在庫 の 滞留 日数 は ，斯 くあ るべ し との 事か ら，標準 日数 を設定 し

て い る ． 図 表
一 5 の よ うに ， 健 全 　 　 　 　 　 　 　 　 　 図表．5

財 務 とは運転資金 1ヶ 月以 内 とする

こ とが 目標 で ， 標準貸借対照 表は
，

あ くまで も ， 比 較 す べ き評価 尺 度

で
， 事 業 部 の 取 り引 き先 との 取 引

条 件 ，業 態 等 に よ っ て 異 な る が ，

常 に
， 資金計画作 成す る際 ， 標 準

に 照 ら して 債権債務が 妥当か ど う

か の 事業部 長 自身 の 判 断 基 準 と し

て い る．

　 業 績 評価 制 度 は 経 営 基 本 要 項 を

ベ ース に 実 績 を事業部長 自ら 自己評価 で きる仕組 み に な っ て お り， 当然 ， 業績如 何 に よ っ

て は厳 し く評価 され る ．図表
一 6 の よ うに評価 の ポ イ ン トは 販売 ，利 益，資金 の 各々 前 年伸

び率，敗売部 門は そ の ほ か 回収率，　　　　　　　　　　 図表
一6

市場占有率 もポ イ ン トとな る ．

　以 上 が 事業部 制運営 お よ び管理

の 仕 組 で あ る が ， 事 業構造 が 大 き

く変化 し ， グ ロ
ーバ ル 化す る 中で

，

事業 部 制 の 基本理 念 を変 え る こ と

な く，事業 の 実 情 ， 実 態 に 沿 っ た

事 業 部制 度 の 合理 的 な 運 営 をは か

る た め ， 事業 の 権 限 と責任 の 範 囲

を拡 げ ， 組 織 的 に も明確 に す る必

要が 出て きた ．

70

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assoolatlon 　of 　Management 　Aooountlng

事業 の グ ロ ーバ ル 化 と事業部 業績評価制 度

3． グロ ー バ ル 事業の 現状 と規模

　 図 表
一 7 は 弊社 グ ル ー プ の グ ロ

ーバ ル 事業 の 概 要で あ る ．1994年

度 （連結）販 売額 は 6．9 兆 円 ， 市

場 別 に 見 る と国 内 と 海外 と は 半 々

で ，そ の 海外 市場 の 50％ は 海外 製

造会杜 か ら供給 ， 残 りが 日本 か ら

の 輪 出 と な っ て い る ．従 業 員 数 は

国 内 15 万 人 ， 海外 10 万 人 の
， 全

体で 25 万人 ， 当社 グ ル ー プ会 社数

は 728 社 ， うち 150 社 が 海外 で 製

造 会社 103 社 ，販 売 会社 は 36 社 ，

研 究所 7社 な どか らな っ て い る．

図表
一7

3．事業の グ ロ ーバ ル 化とその 概容

当社 グル
ープの グ ロ

ーバ ル 事業概 容

◆
’
94年 度 販 売 高 と

　 　 　 市場構成

◆ 従業員数
　 全体 ：約 25 万 人

　 　 　 　 【内訳1 国内　約 15 万 人　海外 　約 10 万 人

◆ 当社 グル ープ会社 総数

会社総数 ； 728 社　 う ち海 外 ： 150 社 （38 ヶ 国 ）

【海外 「 50 社の 内訳】製造 　103社 　研 究　7社
　 　 　 　 　 　 販 売　 36社 　金 融　4社

　事業が グ ロ
ーバ ル に展 開 して い る こ と か ら ， 事業部の 役割 ， 権限 ， 責任 の 範 囲 を 拡 げ，

連結決算制度 導入 に よ り，全世界の 事業責任 を負 うこ と と し ， 事業部 の 役割 を商 品別 に

《開．製 ．販 ．》の
一

元責 任 を持 っ た グ ロ ーバ ル 展 開型組織 と して
， その 事業 責任 を 明確

に し た． ま た ，市場 責任 は グ ロ ーバ ル に 販売 網 を構 築 し ， そ の 地域 で の 市場 責任 を負 うの

が 海外部 門 （地 域本部）の 役割 と して ，そ の 事業責任 を明確化 し た．

4． グロ ー バ ル 事業 下 の 事 業 部 の 業 績評価

　 こ の よ うに グ ロ
ーバ ル 化 した 事

業構造 を踏 ま え て ，事 業部 の 事 業

活 動 を評価 す る必 要 あ り，評 価基

準 は 変 え る 事 な く， 事業 の 業 績 は

海外製造会社 と の 連結 で 評 価 しな

け れ ば
， 国内事業部単独で は 判定

しに くい ．

　図 表 一 8 は S 事業部 の 1994 年度

の 収支 実績 の 例 で あ る ．

　 国 内 は 従 来 商 品 の 販 売金 額 は

年 々 減少 し， 特 に， 輸出額 が 大幅

図表一8

6 ，グ ロ
ーバ ル 事業の 業績評価 制度

’
94年 度連 結 収 支 実績 表 （

’
94．4〜

’
953 ） 一1− 911191一

合 　 計 S　 事 業 部 ア メ リカ ス ペ イ ン マ レーシア

前靴 VAO 前年比 新櫛 業 蘭年比MAG 前豼 PAES 前靴 MELODM前年比

販 売高
うち

（輸出 ）

〔輸 入 〕

億円

70911528
　 ％

107

−
｝

　億円

367

　1028

　 ％

9465123

億 円

38

　4

一

　 粍

211121

一

　億円

21232

一

　 ％

125

寸61
一

億円

6856

一

　 呪

113115

一

億円

2413

一

　 暢尸
105138

一

利 益額 5111828852 一 13288627821 〜0

利益率

　 ％

7．1 一
　 ％

77 一
　 飾

6．0 一
　 脆

5．9 一
　 田

9．1 一
　 層，
8、7 一

鯱 73 一 58 一 一 一 6 一 7 一 2 一
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に 減 り，海外 か らの 輸 入は 増加 し続 け て い る ，
一

方 ， 海外製造会社の 販売は それ ぞ れ の 国

内 をは じめ
， 輸 出 も大幅 に増 加 して い る ．従 っ て

，
こ の 商品全 体の 日本 国 内 を含む グ ロ

ー

バ ル 事業は
， 着実に 拡大 して い る ， こ の 様 な事業 の 構造変 化 の 中で ，従 来型 商品 の 事業 は

国 内単独 だ けで は評価 が 難 し く， 海外事業 を含 む 国 内事 業 と の 連結で 業 績 評価 す る の が
，

事業 の 正 しい 評価 と云 える ．　　　　　　　　　　　　　　 図表
一9

　今 後 の 国 内事 業は 高付 加 価 値 商

品 の 開 発 と新 規事 業 の 掘 り起 こ し

が求 め ら れ て い る
一

方 ， 貸借対 照

表の 資 産構成 も大 き く変 化 し て い

る ．特 に ， 海外 子 会社 出資金 （社

内 の 勘 定科 目 は 内部 出 資 金 ）制 度

が 設 け られ た ．

　事業 の グ ロ
ーバ ル 下 に お け る 業

績評価制度 と して
， 図表

一 9 の よ う

に導 入 され た ．

　す な わ ち， 販売責任 ， 利益 責任 ，

資金 責任 ， 事 業 創 造 ， 社 会 貢 献 度

で 配 点 基 準 を決 め ， 計 画達成 度 ，

前年伸 び率 か ら 点 数 を だ し
， 評 価

ラ ン ク付 け す る ． 具体 的 な例 と し

て
， 図表

一 10 の 経 営基本要項 に 示

さ れ た S 事 業 部の ケ
ー

ス を示 し て

見 る と
， 事業計画 承認 時 に 95 年度

の 取 り組 み べ き 目標 ラ ン クが 示 さ

れ る ． こ の よ うに ， 事 業 部 制 の 理

念 を下 に
， 事業部 制 度 の 運 用 に 幅

6．グ ロ
ーバ ル 事業 の 業績評価制 度

業 績評 価 制 度 （評価項 目 と評価基準
一海 外 連 結 ）

評価項目　 配点 （1） （ll｝ （Ill） （IV） （V ）

販売貴任額 篷成輦 2。 100 ％以 2096 ％以上 1694 触 上 12go 保以上 890 ％未満　 0

40 撫墨20110 剛 20105 ％以 で6103 ％以 12100 ％以 8100 嚇 　 O

利益責任額
　　30 甦成靆 30100 乾以 3096 ％ 以上 2494 ％ 以 上 18go ％ 以上 1290 ％翩 　0

資金残高 甦成肇 5100 鉐以　 596 ％肚 494 ％以上 390 ％肚 290 ％ 繍 o

10
謹薯轟 505 角月肚 　 50 ．4 ヵ見 40 ．3用 30 ．2 用 2O ．2 ヵ殊論 0

事 業創造
　　10 辱黐訐10 料 0％以 10105 ％

・ 8103 縣 以 6100 ％ 以 4100 ％ o

社会貢献度
　 　 1G

弄1糴 rlo110％ 以 10105 ％ 以 8103 ％以 6100 愀 4100 鰄 o

合　計 　 1oo 　　　　8o　　　　 6o　　　　 4e　　　　　o

− 一

　 　 　 　 　 　 　 図表一10

を持 たせ ， 自主責任経営 を徹底 ， 事業 部長 が 自由闊達 に 事業 に専念 出来 る仕組み こ そ ， 事

業の 活性化の もと確信 して い る ．

　現在 の 経営 を取 り巻 く トレ ン ドと して
， 事業の グ ロ

ーバ ル 化 は 世界 で 最 も生 産効率 の 高

い 地 域 で 生 産 し ， 最 も競 争 力 の あ る 商 品 を世 界 に供拾 する こ とが グ ロ
ーバ ル 企 業 と して の

経営の 姿で あ り， 確 実 に ， また ，急速 に事業構造 を大 き く変 えつ つ ある ．
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5． 今後 の 課 題

　国 内事業 は 生 産拠点が 海外 ヘ シ フ ト して る 時 ， 如 何 に 高付 加価値 商 品 を開発 す る か
， ま

た
， 新 規事業促 進 を加 速 させ る か

，
い ずれ も ， 重 い 投資負担等企 業 リス ク を覚悟 し な けれ

ば な らづ
，

こ れ ら を業績評価 に ど う反 映 させ る か ，現実 的 な 制度 の あ り方 が 課題 と な っ て

い る ．

　
一

方 ，地球 環境保 護 か ら予 測 が 立 て に く く，
しか も ， 環境 保護 の 観 点 よ り必 要 な環 境 コ

ス トも業績 評価 制 度に ど う反映 させ る か も重要 な課題 で あ る ． こ れ は
， 業績評価制度の 範

疇 と は別 に
， 地 球環境保 護 と経営 を ど う共生 して い くか

，
21 世紀 に 向 けて の 企 業存続 の 条

件で あ り， 人 類の あ ら ゆ る英 知 と技 術 開発 で 必 ず解 決 しな けれ ば な ら な い 最 大 の 課 題 と な

っ て い る ．

　本稿 は 日本管理 会計学会 ， 第 5 回 「全国大会」 に お ける 報告 に若干の 加筆 した もの で あ る ．

しか し， 紙幅の 関係 で 十分意図 する 内容に まで 立 ち至 らず，全 体の 輪郭 に 留 ま っ て し ま っ

た よ うで あ る ．次 回 ， 機 会 が あれ ば
， 社 内資 本 金制度 な ど を取 り上 げ ， 管 理 会計学 会 の 諸

先 生 方 か らご 指導賜 れ ば と考 えて い る．

　企 業 を取 り巻 く経 営 環境 は 予想 を越 え る 急 激 な変化 を し て お り ， 事業 の グ ロ
ーバ ル 化 も

一
段 と進 展 し ， 複雑化 して きて い る ．従 っ て ， 事業部制の 運 営の あ り方 も基本理 念 を踏襲

しつ つ
， あ るべ き経 営 管理制 度 に つ い て 常 に 模索 し

， 適切 な業績評価 と会社 業績 向上 に 結

び つ けた い と考えて い る．
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